
資料編



１ 町民アンケート調査結果

問１ 同居家族の状況（複数回答）

問２ 近所の人とどの程度のおつきあいをしていますか。

207

78

42

41

40

123

30

45.5%

17.1%

9.2%

9.0%

8.8%

27.0%

6.6%

0 50 100 150 200 250

高齢者（６５歳以上）がいる

学生がいる

障がいのある人がいる

乳幼児（小学校入学前）がいる

介護の必要な人がいる

どれにも該当しない

無回答

160

148

130

11

2

4

35.2%

32.5%

28.6%

2.4%

0.4%

0.9%

0 50 100 150 200

親しくつきあっている人がいる

会ったときにあいさつをする程度

地域行事や自治会活動で関わるくらい

ほとんど関わりがない

その他

無回答



問３ 近所で何らかの支援を必要としている人（１人暮らしの高齢者・介護をしている 家

族・子育て中の家族など）への支援（日常生活の手助け、お手伝い）について、あな

たの考えに最も近いのはどれですか。

問４ 日常生活においてどのような悩みや不安を感じていますか。（複数回答）

176

125

50

45

30

9

11

9

38.7%

27.5%

11.0%

9.9%

6.6%

2.0%

2.4%

2.0%

0 50 100 150 200

  近所に住む者として、
できる範囲で支援をしたい

自分や家族のことで精いっぱいで
     支援をする余裕がない

支援をしたいが何をすれば
   いいのか分からない

よくわからない

余計なお世話になってしまうと
  いけないので支援はしない

支援は行政などにお願いし、
 近所の者がしなくてもよい

その他

無回答

278

219

144

114

83

54

49

43

38

24

19

4

61.1%

48.1%

31.6%

25.1%

18.2%

11.9%

10.8%

9.5%

8.4%

5.3%

4.2%

0.9%

0 50 100 150 200 250 300

健康や病気のこと

老後のこと

経済的なこと

介護のこと

災害時の備えに関すること

子育てのこと

人間関係に関すること

住宅のこと

悩みや不安はない

地域の治安のこと

その他

無回答



問５ 介護や子育てで困っている家庭に、あなたはどのような手助けができますか。（複数回答）

問６ 誰かの援助が必要なとき、家族や親戚以外で誰に（どこに）相談しますか。（複数回答）

283

120

118

93

53

43

31

28

19

34

35

62.2%

26.4%

25.9%

20.4%

11.6%

9.5%

6.8%

6.2%

4.2%

7.5%

7.7%

0 50 100 150 200 250 300

見守りや安否確認の声かけ

お年寄りの話し相手

災害時の手助け

買い物の手伝い

悩み事の相談相手

簡単な家事の手伝い

通院などの外出の手伝い

短時間の子どもの預かり

お弁当の配食

その他

無回答

257

139

122

88

73

73

61

58

48

40

34

17

8

15

9

56.5%

30.5%

26.8%

19.3%

16.0%

16.0%

13.4%

12.7%

10.5%

8.8%

7.5%

3.7%

1.8%

3.3%

2.0%

0 50 100 150 200 250 300

友人・知人

近所の人

町役場

民生委員・児童委員

病院・薬局

介護支援専門員（ケアマネジャー）

自治会長・班長

町地域包括支援センター

町社会福祉協議会

インターネット

町保健センター

県健康福祉センター（柳井保健所）

障がい者相談支援専門員

その他

無回答



問７ 町社会福祉協議会を知っていますか。

問８ 町社会福祉協議会は、どのような活動に重点を置いて活動を行うべきだと思いますか。

（複数回答）

261

107

72

15

57.4%

23.5%

15.8%

3.3%

0 50 100 150 200 250 300

  名前は知っているが、
活動の内容はよく知らない

名前も活動内容も知っている

名前も活動内容も知らない

無回答

211

206

173

173

165

78

57

45

15

28

46.4%

45.3%

38.0%

38.0%

36.3%

17.1%

12.5%

9.9%

3.3%

6.2%

0 50 100 150 200 250

地域でのふれあい・助け合いを進める活動

生活や福祉に関わる相談活動

在宅で健やかに生活することを支援する活動

   日常生活上の判断が充分できない方が、
地域で安心して生活できるように支援する活動

福祉情報を皆さんに広く伝える活動

ボランティアの皆さんを応援する活動

児童・生徒・学生・社会人の皆さんの
      福祉体験を応援する活動

 経済的に困っている方の
生活費用等を貸付する活動

その他

無回答



問９ 日ごろ、どのようなボランティア活動に参加していますか。（複数回答）

問１０ 今後、どのようなボランティア活動に参加したいですか。（複数回答）

294

74

56

24

20

7

6

4

4

20

17

64.6%

16.3%

12.3%

5.3%

4.4%

1.5%

1.3%

0.9%

0.9%

4.4%

3.7%

0 50 100 150 200 250 300 350

参加していない

環境美化・リサイクル等に関する活動
（自然愛護、美化活動、リサイクル運動など）

文化・教養・スポーツ等生涯学習に関する活動
（公民館講座、文化財、スポーツクラブなど）

防犯や防災、その他地域の安全に関する活動
（防犯パトロール、災害時の支援、交通安全など）

高齢者に関する活動
（高齢者の見守り、施設訪問など）

保健に関する活動
（健康づくりの支援など）

子育てに関する活動
（子育て相談、子育てサークル支援など）

障がいのある人に関する活動
（手話や点訳による支援、外出支援、施設訪問など）

災害ボランティア活動

その他

無回答

121

104

93

67

46

41

35

28

20

41

32

26.6%

22.9%

20.4%

14.7%

10.1%

9.0%

7.7%

6.2%

4.4%

9.0%

7.0%

0 50 100 150

参加したい活動はない

文化・教養・スポーツ等生涯学習に関する活動
（公民館講座、文化財、スポーツクラブなど）

環境美化・リサイクル等に関する活動
（自然愛護、美化活動、リサイクル運動など）

高齢者に関する活動
（高齢者の見守り、施設訪問など）

災害ボランティア活動

防犯や防災、その他地域の安全に関する活動
（防犯パトロール、災害時の支援、交通安全など）

子育てに関する活動
（子育て相談、子育てサークル支援など）

保健に関する活動
（健康づくりの支援など）

障がいのある人に関する活動
（手話や点訳による支援,外出支援,施設訪問など）

その他

無回答



問１１ 子育てをしやすい環境を整備するためにどのようなことが必要だと思いますか。（複数回答）

問１２ 高齢者が健康でいきいきと暮らしていくためにどのようなことが必要だと思いますか。（複数回答）

194

191

160

134

114

103

103

98

67

66

56

14

39

42.6%

42.0%

35.2%

29.5%

25.1%

22.6%

22.6%

21.5%

14.7%

14.5%

12.3%

3.1%

8.6%

0 50 100 150 200 250

出産費用や医療費の負担軽減、
児童手当や扶養控除の拡充など経済的援助の拡充

子どもが安心して遊べる公園や屋内施設の整備

子育てに困ったときの相談窓口の整備

幼稚園や保育所の開所時間の延長

子育て支援に関する情報提供の充実

母子健診の充実

病児・病後児保育の充実

子育て中の親が集える場所の整備

妊娠・出産・子育てに関する学習機会の提供

公共施設や駅、商業施設のバリアフリー化や
授乳設備等の環境整備

よく分からない

その他

無回答

192

176

158

152

142

139

133

126

118

117

108

100

43

30

13

24

42.2%

38.7%

34.7%

33.4%

31.2%

30.5%

29.2%

27.7%

25.9%

25.7%

23.7%

22.0%

9.5%

6.6%

2.9%

5.3%

0 50 100 150 200 250

介護をする家族に対する支援

介護を受けられる施設の整備

サロンなど楽しく集まれる場の整備

やりがいや生きがいづくりの充実

声掛けなどの見守り活動や安否確認の推進

介護や福祉サービスなどの情報提供の充実

介護保険サービスの充実

医療機関の整備など医療の充実

相談窓口の充実

健康づくりのための事業や活動の支援

高齢者の就労や社会参加の支援

介護予防のための事業の充実

虐待防止や権利擁護の推進

よく分からない

その他

無回答



問１３ 障がいのある人にとって住みよいまちにするためにどのようなことが必要だと思い

ますか。（複数回答）

213

182

144

143

139

129

125

123

110

107

106

105

103

90

84

69

66

49

40

8

25

46.8%

40.0%

31.6%

31.4%

30.5%

28.4%

27.5%

27.0%

24.2%

23.5%

23.3%

23.1%

22.6%

19.8%

18.5%

15.2%

14.5%

10.8%

8.8%

1.8%

5.5%

0 50 100 150 200 250

働く場所の確保

障がいのある子どもや発達に遅れのある
    子どもが訓練を受ける場の確保

医療が必要な人への支援

公共施設や公園、道路、住宅の環境整備

相談窓口の充実

バスやタクシーの料金の助成

障がいの早期発見と早期教育

障がいのある人もない人も
  共にふれあう場の確保

日中に活動する場の確保

グループホームなどの住まいの場の確保

   災害時にスムーズに
避難ができる仕組みづくり

障がいに対する理解を深めるための
         啓発・広報活動

ヘルパーなどのサービス事業所の確保

     乳幼児期から老齢期までの
ライフステージを通じた一貫した支援

     コミュニケーションなどの支援
（手話通訳、要約筆記、点訳、朗読など）

福祉ボランティアの育成

スポーツやレクリエーション、
   文化活動の参加への支援

成年後見制度や権利擁護を
 理解してもらう取り組み

よく分からない

その他

無回答



問１４ 災害時に地域で支えあうためにどのようなことが必要だと思いますか。（複数回答）

問１５ 今後、町や町社会福祉協議会はどういった施策に優先的に取り組むべきだと思いますか。（複数回答）

312

184

138

130

108

93

36

10

24

68.6%

40.4%

30.3%

28.6%

23.7%

20.4%

7.9%

2.2%

5.3%

0 50 100 150 200 250 300 350

日頃からの近所の人との交流

地域の災害時要支援者(1人での避難が困難な人)
を記載した名簿や地図の作成・情報共有

定期的な防災訓練・避難訓練・
    避難所運営訓練の実施

災害時要支援者を支援する人を
    事前に決めておくこと

自主防災組織（地域住民による任意の防災組織）
の組織化・活性化

災害に対する知識を高めるための
     学習会や講演会の開催

よく分からない

その他

無回答

187

178

176

138

110

110

100

97

96

88

85

73

48

38

9

28

41.1%

39.1%

38.7%

30.3%

24.2%

24.2%

22.0%

21.3%

21.1%

19.3%

18.7%

16.0%

10.5%

8.4%

2.0%

6.2%

0 50 100 150 200

 高齢者や障がい者が在宅生活を
続けられるサービスの充実や支援

高齢者や障がい者の入所施設の整備

身近な相談窓口、相談支援体制の充実

住民が共に支え合う仕組みづくりへの支援

健康診断・がん検診などの
 保健医療サービスの充実

福祉活動を行う人の人材発掘・人材育成

保育サービスや児童福祉施設の充実

小・中学校における福祉教育の充実

保健福祉に関する情報提供や制度案内の充実

ボランティアなどの参加の促進や支援

低所得者の自立に向けた支援

健康増進・維持のための相談や
訪問指導などのサービスの充実

   サービスや利用者を保護する
権利擁護や苦情対応などの取り組み

よく分からない

その他

無回答



用 語 解 説

言 葉 意 味

あいサポート

運動

誰もが、障がいのある人への必要な配慮などを理解し、障

がいのある人に対してちょっとした手助けや配慮などを実践

することで、障がいのある人が暮らしやすい社会をみなさん

と一緒に作っていくことを目的とした運動で、山口県では、

平成 27 年 8 月から実施しています。

「あいサポート」とは愛情の「愛」、私の「I」に共通する

あいと支える、応援する意味のサポートを組み合わせ、障が

いのある人を優しく支え、自分の意思で行動することを意味

しています。「あいサポート運動」を実践していく人々を「あ

いサポーター」と呼び、「あいサポーター」になると「あい

サポートバッジ」が渡されますので、これを身につけておけ

ば「あいサポート」運動の実践者であるという意思が相手に

伝わることになります。

また、障がいのある人が、声かけや手助けなどの配慮を必

要としている場合には、「サポートマーク」により知らせま

す。

このようなバッジを身につけることにより、双方が自分の

意思を相手にさりげなく知らせることができ、声かけや手助

けができやすくなるような環境を整えようとする運動です。

介護と育児の

ダブルケア問

題

近年、晩婚化・晩産化などを背景として、親として子育て

をしながら、同時に自分や配偶者の親の介護も担うことを「介

護と育児のダブルケア」と言います。

ダブルケアを行っている人のうち、約 3 分の 2 が「介護を

負担に感じている」ことも判明しています。ダブルケアを担

っているのは圧倒的に女性が多く、平均年齢は男女とも 40

歳前後であり、その多くが 30～40 歳代です。

少子高齢化の進行や､生産年齢人口の減少が懸念される現

在、こうした介護・育児を担う世帯の負担をいかに軽減する

かということは、国や地方自治体にとって今後の大きな課題

といえそうです。

コミュニティ 地域住民が生活している場所、すなわち消費、生産、労働、

教育、衛生・医療、遊び、スポーツ、芸能、祭りに関わり合

いながら、住民相互の交流が行われている地域社会、あるい

はそのような住民の集団のことをいいます。コミュニティと

いう総称は、市町村などの地方自治体、地域を超えて連携し

た非営利組織などの集団です。



障害者差別解

消法

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」の略

称で、平成 28 年 4 月 1 日に施行されました。この法律では、

国や地方自治体に、民間業者が障がいを理由に差別的な取り

扱いをしてはいけないこと、そして、障害のある人たちの社

会参加を妨げている様々な障壁を取り除くために必要な合理

的配慮を提供しなければならないことなどが定められていま

す。

共生社会の実現には、日常生活や社会生活における障がい

者の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的障壁

の除去が重要で、法は、行政機関等及び事業者に対し、障が

い者差別に向けた具体的な取り組みを求めるとともに、普及

啓発活動等を通じて、障がい者も含めた国民ひとり一人によ

る自発的な取り組みを促しています。

生活困窮者自

立支援法

生活困窮者の自立の促進を図ることを目的として平成 27

年 4 月 1 日に施行されました。稼働若年層を含む生活保護受

給者が増加しているほか、非正規雇用労働者や年収 200 万円

以下の世帯など､生活困窮に至るリスクの高い層が増加して

います。

また、生活保護受給者のうち、約 25％の世帯主が出身世帯

においても生活保護を受給しているという、いわゆる「貧困

の連鎖」も生じています。

こうした中で、生活困窮者の自立を促進するためには、最

後のセーフティネットである生活保護制度の自立助長機能の

強化に加え、生活保護に至る前の段階にある生活困窮者を支

援する第 2 のセーフティネットの充実・強化を図ることを目

的としてこの法律ができました。

地域共生社会 かつて我が国では、地域の相互扶助や家族同士の助け合い

など、地域・家庭・職場といった人々の生活の様々な場面に

おいて、支え合いの機能が存在しました。しかし、高齢化や

人口減少が進み支え合いの基盤が弱まってきています。暮ら

しにおける人と人とのつながりが弱まる中、これを再構築す

ることで、誰もが役割を持ち､そして支え合うことで、孤立せ

ずにその人らしい生活を送ることができるような社会として

いくことが求められています。

地域共生社会とは、このような社会構造の変化や人々の暮

らし変化を踏まえ、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」

「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主

体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながる

ことで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに

創っていく社会を目指すものです。



地域包括ケア

システム

認知症高齢者の増加が見込まれる日本において、地域で生

活する高齢者の住まい・医療・介護・予防・生活支援を一体

的に提供するためのケアシステム。

厚生労働省が、団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目

処に実現を目指しています。重度の要介護状態になっても、

住み慣れた地域で自分らしい生活を人生の最後まで継続でき

るよう、各市町村の地方行政単位で地域別に異なる高齢者の

ニーズと医療・介護の実情を正確に把握し、老後の生活に向

けて、住民や医療・介護施設などと連携・協議し、地域の多

様な主体を活用して高齢者を支援します。「医療介護総合確

保推進法」のなかで、市町村単位での独自の地域包括ケアシ

ステムの構築がうたわれています。

バリアフリー もともとは建築用語で「バリア（障壁）」を「フリー（のぞ

く）」、つまり障壁となるものを取り除き、生活しやすくする

ことを意味します。建物内の段差など、物理的な障壁の除去

と言う意味合いから、最近ではより広い意味で用いられてき

ており、高齢者や障がい者だけではなく、全ての人にとって

日常生活の中で存在するあらゆる障壁を除去することを意味

します。

避難行動要支

援者

災害時に自力での避難が難しく、第三者の手助けが必要な

高齢者、障がい者、難病患者などの災害弱者のことです。東

日本大震災などの災害時に高齢者らに被害が集中しがちであ

った反省を踏まえ、2014 年 4 月に施行された「改正災害対

策基本法」で、避難行動要支援者の避難を迅速・円滑に進め、

命の危険から守る支援制度がスタートしました。

かつては、災害時要援護者とよばれました。「改正災害対

策基本法」に基づき、国は市区町村に非難行動要支援者の名

簿づくりを義務付け、要支援者一人ひとりの個別支援計画を

作るよう求めています。

ユニバーサル

デザイン

ユニバーサル＝普遍的な、全体の、という言葉が示してい

るように、「すべての人のためのデザイン」を意味し、年齢や

障害の有無などにかかわらず、最初からできるだけ多くの人

が利用可能であるようにデザインすること。


